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平成３０年１月２９日

個別事件検討会(清算，特別清算等について)

有馬明仁

第１ 事案の概要等

■■■■■■■■■■

第２ みなし解散(会社法４７２条)

１ 法務局の「休眠会社・休眠一般法人の整理作業」により，最後の登記か

ら１２年経過した株式会社は，職権によるみなし解散が行われる。

そして，みなし解散の登記から３年経過するとその会社は再び解散前の

事業ができなくなる(３年の間に継続時をすれば，会社を継続できる)。

しかしながら，法人が消滅する（みなし清算）わけではなく，精算中の

法人として取り扱われるので，法人税の確定申告義務を免れるわけではな

い。

２ 解散登記から10年経過すると，登記官は登記記録を閉鎖することができ

るが，これによって法人が消滅する（みなし清算）するわけではない。

第３ 会社を法的に整理する方法

１ 方法

(1) 清算

(2) 特別清算

(3) 破産

２ 特別清算(会社法５１０条)

(1) 概要

清算の遂行に著しい支障を来すべき事情がある場合，債務超過がある

場合に，裁判所の監督下のもと会社を清算する手続

(2) 清算手続との主な違い

ア 債務超過の場合でも利用可能

イ 裁判所が関与(予納金が必要)

ウ 利用できるのは，株式会社のみ

エ 債権者の総債権額３分の２以上の賛成が必要

第４ 本件における問題点

１ 清算手続

ア そもそも債務超過の場合はできないので，甲及び乙の債権を消滅時

効で消すことができるか
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イ 甲の債権を消滅時効援用し，清算手続をした場合の問題点

ウ 債務超過であル場合，繰越欠損金の相殺等で清算手続をとりうるが，

毎年の確定申告が必要

エ 手続の中で，株主総会の承認が必要な場合がでてくる

２ 特別清算

ア 債務超過であってもこの方法をとることができる

しかし，手続の中で債務を消す必要がでてきて，やはり清算と同様，

消滅時効援用による免除益の問題がでてくる，免除益を支払うだけの

資産がない

イ 手続の中で，株主総会の承認が必要な場合がでてくる

３ 破産

ア みなし解散からの復活の手続(会社継続の登記など)に株主総会の決

議が必要

イ 費用が他の手続よりもかかる

第５ 本件における処理

■■■■■■■■■■

以上


